
• 施設が直接の予約を給付金の受給対象としようとすると数多くの対策が必要になる

• 第三者機関はあくまで予約情報のエビデンスを残すことが要件。第三者機関を入れただけではすべての受給の条件を満たせない

宿泊事業者としての直接予約の給付金受給について
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第三者機関

宿泊施設

C）制度への対応（不正防止）
• 第三者機関を置かなければならない

Ｂ）業務に関わる部分
• 【感染拡大防止に当たっての措置】
• 地域共通クーポンを配らなければなら
ない（9月以降を予定）

GoToトラベル対象の旨の表記とは？
本事業の対象となっている商品であることを明らかに

3点価格表示
「割引前の販売価格（税及びサービス料を含む。以下同じ。）」及び「割引を受け

た後の支払額」と併せ、「給付金の割引額にあたる金額」を明記する必要がある
地域共通クーポンの枚数の告知

割引前の販売価格から15％分の枚数の地域共通クーポンを配る（1枚1,000円）※千円
以下の桁は四捨五入

例）10,000円で宿泊を利用 15％の1,500円分の権利（四捨五入） ＝2枚の地域振興
券を配る

サービス産業消費喚起事業（Go To トラベル事業）旅行会社・OTA 等旅行事業者・宿泊事業者向け取扱要領より抜粋
https://www.jata-net.or.jp/gttravel/pdf/manual/2020_gttrhandlingguide.pdf

A）販売商品への表記に関わる部分
• GoToトラベル対象の旨の表記
• 3点価格表示
• 地域共通クーポンの枚数の告知

第3者機関とは
宿泊予約記録が残せる外部機関
予約時に旅行代金、割引後支援額の管理が可能な機関

GoToトラベルキャンペーン
参加の全体条件

直接の予約を給付金の
受給対象にするために必要なこと

事務局

旅
行
者

予約時の販売代金、割引後支援額の情報を常に共
有

D）業務に関わる部分
• 適正な予算管理
• 申請入金業務
• 申請記録の5年間の保存

予算管理をシステムで行わないと予算残を常に

見ながらの販売になり最後まで売り切りづらい
（大きな手間）

複雑な割引制度を利用者に混乱のないよう伝え
なくてはならない

• 第三者機関あくまで、なりすまし不正防止
の観点から宿泊者と宿泊施設の間に立ち双
方の認識が一致した宿泊予約記録のエビデ

ンスを残すことが責務
• 宿泊施設自身で残りのA,B,Dに対応しなけれ
ば直接の予約での割引給付が受けられない

コロナ対応だけでなく9月から予定の地域共通
クーポンを配らなければならない

https://www.jata-net.or.jp/gttravel/pdf/manual/2020_gttrhandlingguide.pdf


• STAYNAVIは第三者要件を満たすだけでなくその他受給要件として必要な業務をすべて代行します

• 公式サイト経由の予約だけでなく電話予約まで取れる画期的な仕組みです

STAYNAVIにおける直接予約の給付金受給の実現モデル
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第三者機関

宿泊施設

C)制度への対応（不正防止）
• 第三者機関を置かなければならない

Ｂ）業務に関わる部分
• 【感染拡大防止に当たっての措置】へ
の対応

• 地域共通クーポンを配らなければなら
ない（9月以降を予定）

A）販売商品への表記に関わる部分
• GoToトラベル対象の旨の表記
• 3点価格表示
• 地域共通クーポンの枚数の告知

GoToトラベルキャンペーン
参加の条件

直接の予約を給付金の
受給対象にするために必要なこと

事務局

旅
行
者

第三者機関側としてSTAYNAVIで割引クーポンを
発行し割引処理。旅行者に販売した「割引前」
「割引後」「販売価格」のデータをそのままエビ

デンスとしてシステムが保持します

D)業務に関わる部分
• 適正な予算管理
• 申請入金業務
• 申請記録の5年間の保存

都度の予算の請求と業務フロー中での実績申請
処理等申請の業務を簡便化。給付金の振込まで
を一気通貫に行います

直販予約システムだけでは実現が難しい3点価格
表示を実現可能です。9月以降に予定された地域
共通クーポンの枚数表示にも対応しています。

他の第三者機関（予約
システム等）と一緒に
運用することも可能

STAYNAVIは直販ポータルサイトとして集合体のメリットを生かしその他多くの価値を提供します

宿泊施設で配布する必要のある地域共通クーポ
ンの枚数を自動計算。業務の負担を軽減します。

8月より付加サービスを順次リリース

＋

必要な機能が１セットに！


